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平成１７年度秋田県公営企業会計決算審査意見書

第１ 審査の方法

平成１７年度電気事業会計、工業用水道事業会計の決算審査に当たっては、

事業が経済性や公共性に配慮して運営されているか、決算書類が事業の経営成績

及び財政状態を適正に表示しているかなどについて、決算書類及び附属書類を調

査し、関係者の説明を求め、計数の分析を行うとともに、定期監査と例月出納検

査の結果も参考にした。

第２ 審査の結果及び意見

各事業会計の審査の結果及び意見は次のとおりである。

企業局で経営してきた電気事業及び工業用水道事業は、企業局の廃止（平成

１８年３月末）により、１８年度から知事部局（公営企業課）に移管している。

知事部局においても、引き続き、経済性や公共性に配慮して運営するよう要望

する。
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１ 電 気 事 業 会 計

審査の結果及び意見

１ 決算書類について

審査に付された決算書類は、その調製手続き及び計数に誤りがなく、事業の経営

成績及び財政状態を適正に表示していることを確認した。

２ 経営状況について

(１)経営成績について

平成１７年度の経営成績は、収益総額３５億８，６６０万円、費用総額３５億

５１７万円で、差し引き８，１４３万円の純利益となっており、前年度に比べて

純利益が２億９，８５１万円減少している。

純利益が減少した要因は、５月から梅雨入りするまでの少雨により売電電力量

が前年度を６．５％下回ったことや売電料金単価の引き下げ（８円１０銭か

ら７円８７銭／ に改定）等によって電力料収入が前年度に比較して１億KWH

５，８２９万円（４．２％）減少したことと、一方で、機械装置修繕費等の増加

によって営業費用が増加したことなどによるものである。

(２）財政状態について

平成１７年度末の財政状態は、資産総額２８４億８，３４７万円、負債総額

８億５，５６１万円、資本総額２７６億２，７８７万円となっている。

前年度末に比較して、資産総額が４億６，９９６万円（１．６％）の減少とな

り、資本総額も６億９，２７６万円（２．４％）減少したものの、自己資本金は

減債積立金処分額相当分等の組み入れなどにより３億９，２９７万円増加してお

り、財政基盤の安定性を表す自己資本構成比率は前年度に比べて１．６ポイント

上昇し、財政状態は引き続き良好である。

また、流動資産は現預金のうち９０億円を一般会計に対する長期貸付金とした

ことから前年度末より９０億５２８４万円少ない９億４５３万円、流動負債は３,

億４９５４万円で、正味運転資本は差し引き５億５４９９万円と前年度, ,

末より９１億７，４５９万円減少しているが、支払能力を表す流動比率は

１００％を大きく超えており、経営の安全性は保たれている。
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３ 留意改善を要する事項

審査の結果、特に留意改善を要するものとして指摘すべき事項はなかった。

なお、電気事業の今後の推進に当たっては、平成１８年３月に策定された『秋田県

公営企業中期経営計画 （平成１７年度から平成２１年度までの５カ年）に基づき、』

電力の安定供給を図るとともに、経営の効率化に一層努める必要がある。
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２ 工 業 用 水 道 事 業 会 計

審査の結果及び意見

１ 決算書類について

審査に付された決算書類は、その調製手続き及び計数に誤りがなく、事業の経営

成績及び財政状態を適正に表示していることを確認した。

２ 経営状況について

(１)経営成績について

平成１７年度の経営成績は、収益総額９億１,８１７万円、費用総額７億

３，０３８万円で、差し引き１億８，７７９万円の純利益となっており、前年度

に比べて純利益が６５３万円増加している。

純利益が増加した要因は、新規給水契約や増量契約の発生により給水収益が増加

したことなどによるものである。

(２)財政状態について

平成１７年度末の財政状態は、資産総額５６９億４，１２４万円、負債総額

５億２，０５７万円で、資本総額は５６４億２，０６７万円となっている。

前年度末に比較して、資産総額が１２億３，８７６万円（２２％ 、負債総額が. ）

２億６９８万円(６６．０％)、資本総額が１０億３，１７８万円(１．９％)、それ

ぞれ増加している。自己資本金は減債積立金処分額相当分の組み入れにより１億

９，０１０万円増加し、さらに、企業債の繰上償還に係る一般会計からの補助金

を受け入れたことなどによって資本剰余金が１２３億５，０８４万円増加してお

り、財政基盤の安定性を表す自己資本構成比率は前年度に比べて２０．９ポイン

ト上昇し、財政状態は良好である。

また、流動資産は現預金のうち１０億円を一般会計に対する長期貸付金とした

ことから前年度より１４億６，６８５万円少ない７億５，５６１万円、流動負債

は２億８，７８５万円で、正味運転資本は差し引き４億６，７７６万円と前年度

末より１６億８，６９２万円減少しているが、支払能力を表す流動比率は１００

％を大きく超えており、経営の安全性は保たれている。

なお、秋田第二工業用水道事業及び工業用水道事業玉川ダム水源事業を平成

１８年３月３１日をもって廃止したことに伴い、４月１日に資産４６５億

４，７４９万円と保有現金９，９７７万円を一般会計に引継ぎしているが、この

うち秋田第二工業用水道事業に係る専用施設１０６億９，６６７万円を同日付で

当会計に引継ぎを受けている。
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３ 留意改善を要する事項

審査の結果、特に留意改善を要するものとして指摘すべき事項はなかった。

なお、既設の秋田工業用水道において、老朽化した施設の更新のため大規模な改

良工事を実施中であるが、平成１８年３月に策定された『秋田県公営企業中期経営

計画 （平成１７年度から平成２１年度までの５カ年）に基づき、施設運転管理業務』

委託の実施などにより一層のコスト削減を図るとともに、水需要の拡大を図るため

に新規ユーザーの開拓に積極的に取り組む必要がある。また、４月１日に引継ぎを

受けた秋田第二工業用水道に係る施設の管理や利活用について、引き続き対応策を

検討する必要がある。


